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   令和７年佐用町要綱第３３号

佐用町子育て家庭ショートステイ事業実施要綱の一部を改正する要綱

佐用町子育て家庭ショートステイ事業実施要綱の一部を改正する要綱をここに公布す

る。

令和 ７年 ７月１５日

                   佐用町長  庵 逧 典 章



佐用町要綱第３３号

佐用町子育て家庭ショートステイ事業実施要綱の一部を改正する要綱

佐用町子育て家庭ショートステイ事業実施要綱（平成17年佐用町要綱第29号）の

一部を次のように改正する。

第３条各号を次のように改める。

(１) 児童の保護者に疾病がある場合

(２) 育児疲れ、慢性疾患児の看病疲れ、育児不安など身体上又は精神上の不調

がある場合

(３) 出産、看護、事故、災害、失踪など家庭養育上の事情がある場合

(４) 冠婚葬祭、転勤、出張や学校等の公的行事への参加など社会的な事情があ

る場合

(５) 養育環境等に課題があり、児童自身が一時的に保護者と離れることを希望

する場合

(６) レスパイト・ケアや、児童との関わり方・養育方法等について、親子での

利用が必要であると町が認めた場合

(７) 経済的問題等により緊急一時的に親子等の保護を必要とする場合

第６条中「原則として７日以内とする」を「、当該保護者の心身の状況、当該児

童の養育環境その他の状況を勘案して町長が必要と認める期間とする」に改め、同

条ただし書中「町長がやむを得ない事情があると認めた場合は、必要最小限の範囲

内で延長することができるものとする」を「過度に長期間とならないようにする」

に改める。

第８条の次に次の１条を加える。

（利用勧奨及び措置）

第８条の２ 町長は、児童福祉法（昭和22年法律第164号。以下「法」という。）

第21条の18第１項に基づき、当該事業の提供が必要であると認められる者につい

て、子育て家庭ショートステイ事業の利用について（様式第８号）により、当該

事業の利用を勧奨し、及びその利用ができるように支援するものとする。

２ 前条の規定にかかわらず、町長は、前項に規定する者が、同項の規定による勧

奨及び支援を行っても、なおやむを得ない事由により当該勧奨及び支援に係る当

該事業を利用することが著しく困難であると認めるときは、法第21条の18第２項

に基づき、当該者について、当該事業による支援を提供することができる。ただ

し、当該者が当該事業の利用を明確に拒絶している場合はこの限りでない。

３ 前項の場合において、町長は、子育て家庭ショートステイ事業措置決定通知書

（様式第９号）により当該者に通知するものとする。

４ 第２項の規定により提供した支援の提供期間の満了前に、対象者の転出等によ

って支援の提供理由が消滅した場合、町長は支援の提供を解除することができる。

この場合において、町長は、子育て家庭ショートステイ事業措置解除通知書（様

式第10号）により当該者に通知するものとする。



第９条第１項中「様式第８号」を「様式第11号」に改める。

第11条第２項中「様式第９号」を「様式第12号」に改める。

第12条第１項中「様式第10号」を「様式第13号」に改め、同条に次の１項を加え

る。

３ 第８条の２第２項の規定により措置を行う場合は、前項の利用者負担金は無料

とする。

別表に次のように加える。

措置決定世帯の負担 ０円 ０円 ０円 ０円

様式第８号から様式第10号までを次のように改める。

様式第８号（第８条の２関係）



様式第９号（第８条の２関係）



様式第10号（第８条の２関係）

様式第10号の次に次の３様式を加える。



様式第11号（第９条関係）



様式第12号（第11条関係）



様式第13号（第12条関係）

附 則

この要綱は、公布の日から施行する。


